
（経緯） 

○ 平成24年3月に大阪府内にある印刷事業場の労働者から、化学物質の使用により胆管が

んを発症したとして労災請求 

○ 11月30日現在、印刷業における胆管がんの労災請求は56人（35人）。 

○ このうち同一事業場の労働者複数から請求があったのは、大阪の事業場16人(7人)、宮

城の事業場2人(0人)                                        ※ （ ）は死亡者数 

（これまでの取組） 
○ 6月に洗浄作業を行っている全国の561印刷事業場に立入調査 

○ 7月に有機塩素系洗浄剤を用いた洗浄作業に対し、予防的対応としてばく露防止措置を

講ずるよう通達 

○ 7月から、全国の18,000印刷事業場に対し通信調査、法令の周知徹底のための集団指導 

 を実施。欠席事業場に対しては、立入調査を実施している。 

（実施中の事項） 

○ 胆管がんに関する相談を電話窓口により対応（7月から11月までの相談は791件） 

○ 医学専門家グループにより、8月から疫学的調査を開始 

○ 労災請求について、胆管がんと業務との因果関係などについて早期に結論を出すため、

医学専門家などで構成される検討会を9月から開催。今年度内を目途に報告書とりまとめ

予定。 

印刷事業場における胆管がんに係る対応について 
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